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原子力発電部会セッション 

世界のエネルギー情勢と日本の原子力政策 
Global Energy Situation and Japan's Nuclear Power Policy 

世界におけるエネルギー危機と原子力回帰の動き 

The Energy Crisis and the Return to Nuclear Power in the World 
＊黒田 雄二 1 

1（一社）海外電力調査会 
 
1. はじめに 
 2022 年 2 月に始まるロシアによるウクライナへの侵攻（以下、ウクライナ侵攻）は世界に大きな影響。 
 エネルギー分野においては、ロシアは世界有数の化石燃料保有国であるとともに、原子力分野でも世

界一の強国。このため、ロシアにエネルギーを依存する西側諸国は、その脱却に懸命。 
 一方、気候変動への対応が求められる中、世界的なエネルギー危機は、エネルギー安全保障の重要性

を喚起し、各国における原子力への期待が上昇し、「原子力回帰」の動きが鮮明に。 
 本講演では世界における、ウクライナ侵攻によるエネルギー危機の状況とそれへの対応、およびこれ

を受けた「原子力回帰」の現状について説明。 
2. ロシアによるエネルギー危機 
2-1. エネルギー強国 ロシア 
 ロシアは世界有数の化石燃料資源国。石油、

天然ガス、石炭を豊富に保有し、生産量も多

い。 
 このため、ウクライナ侵攻後に実施された西

側諸国の経済制裁より、世界のエネルギー情

勢は大きく変化し、欧州を中心とした「エネ

ルギー危機」が世界を覆う。 
2-2. 欧州等への影響とその対応 
 欧州の天然ガス価格は、一時 70 ドル/MBTU とエネルギー危機前（2020 年頃）の 20 倍以上にもなり、

これに連動して卸電力価格も約 450 ユーロ/MWh
まで上昇。 

 欧州（EU27 カ国）はエネルギーの多くをロシア

に依存するため、この脱却に向けて 2022 年 5 月、

「REPowerEU Plan」を策定。省エネ推進、エネル

ギー効率の向上、エネルギー調達の多様化、再生

可能エネルギー（再エネ）の導入促進などを実施。 
 その結果、石炭の輸入はゼロに、また石油も着実

に減少。ただし、天然ガスのパイプラインによる

輸入はかなり減ったものの下げ止まり状態。また

LNG ではほとんど変化がない。 
 以上の対策により 2024 年 5 月現在、天然ガス価格、卸電力価格とも、ピーク時の数分の 1 まで下がっ

たが、エネルギー危機前に比べるとまだ高いレベル。 
3. 原子力情勢の変化 

 
*Yuji Kuroda1 
1Japan Electric Power Information Center, Inc. 

2021 2023 2021 2023 2021 2023 2021 2023

ロシア 184 69 14 32 9 8 241 138 11%

米国 31 76 12 4 10 8 179 204 17%

ﾉﾙｳｪｰ等 137 237 1 0 0 0 140 240 20%

中東 23 27 16 25 17 8 130 176 14%

合計 477 510 163 159 101 90 1,221 1,226

39% 42% 13% 13% 8% 7%

出所：EI(2024）

輸
出
国

欧州 中国 日本 合計
Gm3

（10億m3）

輸入国

天然ガスの流れ（2021→2023年）
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3-1. 原子力強国ロシア 
 一方、ロシアは原子力の分野でも世

界一の強国。 
 原子炉の輸出（海外での建設）や原子

燃料の輸出において大きな競争力。 
 世界シェアが、ウラン供給で 15%（3

位）、転換で 38%（1 位）、濃縮で 36%(1
位）、成型加工で 17%（3 位） 

 先進的原子炉等の開発においても世

界の先頭を走る。 
3-2. ロシア依存からの脱却 
 欧州では、運転中のロシア型原子炉

が 19 基と多く、原子燃料の依存度も高いため、原子力分野での早期の脱却は難しく、少しずつ対応し

ているところ。 
 原子炉の輸入では、フィンランドが建設契約を破棄したが、ハンガリーは新設計画を続行。 
 欧州はこの対策として、燃料分野でのウラン転換、濃縮における製造能力の拡大を図るとともに、ロ

シア型燃料の成型加工を西側メーカーに移行することを目指す。 
 米国も、ウラン供給、濃縮においてロシアに依存。特に小型

モジュール炉（SMR）開発に必要な 20%までの濃縮ウラン

（HALEU）がロシアしか商業的に生産できないことに大

きな危機感。 
 このため、米国は 2024 年 5 月「ロシア産ウラン輸入禁止

法」を制定し、原子力分野におけるロシア依存からの脱却

を急いでいる。 
4 . 原子力、今後の展望 
4-1. 国際機関の展望 
 国際エネルギー機関（IEA）は 2023 年の World Energy Outlook(WEO)において 3 つのシナリオを示し、

「エネルギー危機」は緩和されたが依然不安定とし、クリーンエネルギーへの転換の加速を指摘。 
 化石燃料の総需要が、2030 年までにピークを迎え、減少に向かうと予測。 
 今世紀半ばに向けて、太陽光発電、風力発電、電気自動車、蓄電池、水電解装置などが普及。 
 NZE（2050 年ネットゼロ）シナリオでは、2050 年の原子力発電設備は現在の 2 倍以上（約 900GW）

に。 
 2023 年 12 月の UAE ドバイにおける COP28 では、公式文書として初めて、「化石燃料からの移行」と

気候変動対策の一つとして「原子力」が明記される。 
4-2. 原子力への回帰 
 世界の主要国（米、加、英、仏等）は原子力の

推進強化。脱原子力国（独､ﾍﾞﾙｷﾞｰ、伊等）、未

導入国（ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ、豪等）は、原子力を再評価

する動き。 
 世界各国の世論調査において、ウクライナ侵攻

以降、いずれの国も原子力への支持が上昇し、

2 年経過した現在でも同傾向が続く。 
4-3. 既設炉の活用 
 IEA は既設原子炉の長期運転を推奨。 

単位
米国
合計

6,314 14%

（22.871）(49%）

濃縮 tSWU 14,217 3,953 28%

出所：EIA(2022)

米国原子力におけるロシア依存（2021年）

ロシア依存度
(CIS含）

燃
料

ウラン
(U3O8)

1000
ﾎﾟﾝﾄﾞ

46,736

計 計 計

米国 AP1000 5 4 中4 1 7 7
ｳｸ2、ﾎﾟｰ3

ﾌﾞﾙ2

EPR 3 3 中2、ﾌｨ1 3 2 英2、 6 4 英2、ｲﾝ2

EPR2 0 0 6

韓国 APR1400 6 3 U3 4 1 U1 2

VVER１200 6 2 ﾍﾞﾗ2 13 13
ﾊﾞﾝ2、

ﾄﾙ4、中4、
ｴｼﾞ3

7 5
ﾊﾝ2、
ｳｽﾞ2､
ｴｼﾞ1

VVER-TOI 0 2 4

CAP1000 0 6 12

CAP1400 0 2 0

華龍1号 5 ﾊﾟｷ2 11 12 2
ﾊﾟｷ1、
ｱﾙ1

出所：原産協会（2024）より筆者作成

世界の第3世代炉建設状況（2023年末現在）

フランス

ロシア

中国

＜注＞　中：中国、ｳｸ：ｳｸﾗｲﾅ、ﾎﾟｰ：ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ、ﾌﾞﾙ：ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、英：英国、ｲﾝ：ｲﾝﾄﾞ、ﾌｨ：ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ、U：ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、
ﾍﾞﾗ：ﾍﾞﾗﾙｰｼ、ﾊﾞﾝ：ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾄﾙ：ﾄﾙｺ、ｴｼﾞ：ｴｼﾞﾌﾟﾄ、ﾊﾝ：ﾊﾝｶﾞﾘｰ、ｳｽﾞ：ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾟｷ：ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ｱﾙ：ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ、

供給国 炉型名
運転中 建設中 計画中

（輸出） （輸出） （輸出）

原子力発電を使うべき、必要であれば新設すべき

既存の原子力発電所は使うべき。しかし、新設はすべきではない

政策に従い原子力発電を廃止すべき

わからない

スウェーデンにおける原子力支持の推移

出所：Analys.se（2024）
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 米国では現在、30 基以上の原子炉が、80 年

運転に向けた許認可を完了か手続き中。 
4-4. 新規建設に向けて 
 世界では、第 3 世代（大型）炉の新規建設数

が増加中。ただし、ロシア、中国などの新興

国と西側の先進国の建設数の乖離（原子力の

二極化）が拡大。 
 中国の新規建設認可数は最近、10 基/年と極

めてハイペース。 
 西側の英国、フランスでも大型炉新設計画が

着実に進展するも、遅れ傾向。 
 また、スウェーデン、オランダ、チェコ、ポ

ーランドなどでの大型炉新設計画が進んでい

る。 
 さらに、米国、英国、カナダ等における、小

型モジュール炉（SMR）の開発も進展。 
 ただし、ロシア、中国も SMR を開発してお

り、運転開始時期では先進国に先行。 
5. まとめ 
 ロシアは化石燃料資源を豊富に保有し、原子力

分野も含めて、世界有数のエネルギー強国。 
 このため、2022 年 2 月からのロシアによるウ

クライナ侵攻は、世界のエネルギー情勢に大き

な影響。 
 ロシアに化石燃料資源を依存する欧州等はこ

の脱却に向け、取り組みを開始。また原子力分

野においても、関係国はこの脱却に向けた対応

を開始。 
 エネルギー危機により、世界各国はエネルギー安全保障の優先度を上げ、再エネを支える将来の重要な

電源として原子力発電に期待。このため、多くの国で原子力回帰の動きが見られる。 
 日本は、原子炉再稼働、運転期間延長を確実に果たし、新規建設に向かうことが重要。 
 

以上 

UAMPS VOYGR アイダホ州INL （ 〇 ◎ ● ）＊2023.11

オクロ Aurora アイダホ州INL 〇 （ ◎ ） ＊2022.1.NRC申請却下

テラパワー Natrium ワイオミング州 〇 ●

Xｴﾅｼﾞｰ、ﾀﾞｳ Xe100 ﾜｼﾝﾄﾝ州、ﾃｷｻｽ州 ◎ ●

ｹｲﾛｽ・ﾊﾟﾜｰ Hermes テネシー州 〇 ◎ ●

英国 ﾛｰﾙｽﾛｲｽ R&R-SMR 未定 〇 ◎ ●

OPG、BP オンタリオ州（4基） 〇 ◎ ●

SKP ｻｽｶﾁｭﾜﾝ州（～4基）

ARC-100 〇 ◎ ●

SSR-W

OPG MMR オンタリオ州 〇 ◎ ●

BP eVinci 未定 ●

KLT-40S チュクチ自治管区 ●

RITM-200S チュクチ自治管区 ●

RITM-200N サハ共和国 ◎ ●

華能集団 HTR-PM 山東省威海市 ●

CNNC ACP100 海南省昌江 ◎

CGN ACPR50S （渤海沿岸） （ ）

中国

出所：各種情報より、JEPIC作成

米国

カナダ

BWRX-300

NBP ﾆｭｰﾌﾞﾗﾝｽﾞｳｨｯｸ州

ロシア ロスアトム

世界で先行する革新炉プロジェクト（2024年1月現在）

推進者
（代表）

原子炉名 サイト
建設スケジュール(2019～）

20 25 30

出所　原産協会（2024）より筆者作成
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原子力発電部会セッション 

世界のエネルギー情勢と日本の原子力政策 
Global Energy Situation and Japan's Nuclear Power Policy 

GX 実現に向けた原子力活用の取り組み 
Initiatives to Utilize Nuclear Power Toward Achieving GX 

＊多田 克行１ 
1資源エネルギー庁 原子力基盤室 

 
1. エネルギーを巡る情勢について 
 

① 国際情勢変化に伴うエネルギー危機の顕在化 

② 原子力を巡る国際的な動向 

③ 今後の国内の電力需要の見通し 

 東日本エリアの状況 

④ GX2040 の動向 
 
2. 原子力政策を巡る動向 
 

① 日本の原子力発電の現状 

 これまでの再稼働の推移 

② 国内における原子力政策の動向 
 
3. 原子力活用に向けた環境整備 
 

① GX 推進戦略 

② 既設炉の最大限の活用 

 既設炉を対象とする事業環境整備の検討 

 原子炉の運転期間の延長制度 

 設備利用率向上に向けた取組 

 原子力事業者による再稼働に向けた取組 

③ 次世代革新炉の開発・建設 

 次世代革新炉の開発・建設に向けた産業基盤の維持・強化 

 次世代革新炉の開発・建設に向けた投資環境 

④ 今後の論点・課題（まとめ） 

 原子力の活用に向けた環境整備 
 

 

 

 

Katsuyuki Tada１ 

１Agency for Natural Resources and Energy  Office for Nuclear Safety Improvement 


